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談　話

日本原水爆被害者団体協議会

事務局長　田中煕巳

東北関東大震災・大津波災害と福島第１原発災害にあたって

東北関東大震災・大津波災害で亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに、家族や家屋、職場をなくされた多くの被災者の方々へ心からお見舞い申し上げます。

東北沿岸の大津波の被害を見るにつけ、66年前の広島、長崎の原爆の惨禍を想起します。
1945年の8月6日と9日にアメリカ軍が投下した原爆は、爆風と熱線により30万人近い住民の都市を壊滅させ、同時に強力な放射線と放射性降下物からの残留放射能で地獄を生み出しました。生きながらえた被爆者は家族、友人、住む家も失い、職場も学校も失って、悲嘆のどん底に陥れられながら、多くの苦しみを一つひとつ乗り越えて、広島、長崎をよみがえらせました。
放射線の健康に与える影響に不安を抱き続けてきた被爆者は、同じ苦しみを地球上の誰にも決して味わわせてはならないと核兵器のすみやかな廃絶を求め続けてきました。この使命感が被爆者に生きる力を与えてくれました。

　　被爆者の生き様が大震災、大津波の被害者の励ましに役立てればと思います。

事故後まもなく、海外メディアの取材が殺到しました。これらの取材に対して、被爆者は大津波の災害を原爆の被害と引き比べて心を痛めていること、原発の事故については、「安全神話」を振りまいてきた政府と東京電力が情報を隠し続けていることへの怒りを話しました。
原子力エネルギー利用に１００％の安全性はありえません。万が一でも事故があれば原子力は取り返しが付かない被害をもたらします。
核兵器も存在する限り、どんな事故が起こるか知れません。しかも、抑止力として使用も辞さないとする核兵器国がある限り、２万発以上が存在する核兵器の廃絶を急がなければなりません。
福島第１原発の事故はまだ予断を許さない状況にあります。１号機、３号機、４号機はすでに水素爆発を起こし、建屋の崩壊にともなって放射能が外部に漏れ始め、放射性ヨウ素がほうれん草や原乳を汚染していることが報告されました。突然の出荷停止の指示は、農業・酪農従事者に憤りと不安を与えています。住民にも不安が高まっています。
放射能汚染は事故発生時から懸念され、さまざまな団体による放射能計測結果がインターネットに流されているにもかかわらず、政府は公的な測定結果を隠し続けています。いたずらに不安を与えないためといっていますが、かえって、政府に対する不信を高める結果になっています。
放射能汚染が健康に与える影響についての正しい報道はほとんどなされて来ませんでした。放射性降下物からの放射線被曝で恐れなければならないことは、目に見えないほどの微粒の放射性降下物を鼻や口から、吸引・摂取することによる内部被曝です。この内部被曝は可能な限り避けなければなりません。
原爆の被爆者は、今の放射能汚染と比べようもない線量の被曝を受けています。この被曝から生じる健康障害に対する国の対策と補償を日本被団協が結成いらい５５年にわたって要求し続けてきたのです。８年にわたってたたかい続け、一定の認定基準の緩和という成果をあげた原爆症認定制度の改善を求める運動もそのひとつです。

日本被団協はかねてから、エネルギー行政について、原子力に依存する政策を転換することを要求し、原子力政策については自主、民主、公開の原則を守るよう要求してきました。しかし、政府、東電は「安全神話」を振りまいて、情報操作をし続けてきました。今度の事故を教訓に政府はあらためてエネルギー行政を見直すことを求めます。

最後に、政府、東電は原発による被害者の救援、原発事故の早期解決に向けて真摯に取り組むことを要求します。
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